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弊所ではより簡便に、より迅速にみなさまへの情報提供を行うため、ホームページ
を開設いたしました。
これまで以上にみなさまのお役に立てる情報を発信していきたいと考えており
ますので、所報とあわせてご高覧いただけますと幸いです。

金原事務所のホームページができました！！

〈ホームページURL〉
https://kanahara-sr.jp

従来の雇用保険制度は、主たる事業所での労働条件が週所定労働時間
20時間以上かつ31日以上の雇用見込み等の適用要件を満たす場合に
適用されます。
これに対し、雇用保険マルチジョブホルダー制度は、複数の事業所で
勤務する65歳以上の労働者が、そのうち２つの事業所での勤務を
合計して次頁の適用対象者の要件を満たす場合に、本人からハロー
ワークに申出を行うことで、申出を行った日から特例的に雇用保険
の被保険者（マルチ高年齢被保険者）となることができる制度です。
　
マルチ高年齢被保険者であった方が失業した場合※１には、一定の要件※2を満たせば、
高年齢求職者給付金（被保険者であった期間に応じて基本手当日額※3の30日分または
50日分の一時金）を受給することができるようになります。
　
※１　２つの事業所のうち１つの事業所のみを離職した場合でも受給することができます。

ただし、上記２つの事業所以外の事業所で就労をしており、離職していないもう１つの事業所
と当該３つ目の事業所を併せて、マルチ高年齢被保険者の要件を満たす場合は、被保険者期間
が継続されるため、受給することができません。

※２　離職の日以前１年間に、被保険者期間が通算して６か月以上あること等の要件があります。
※３　原則として離職の日以前の６か月間に支払われた賃金の合計を180で割って算出した金額の、

およそ５～８割となっており、賃金の低い方ほど高い率となります。

「雇用保険マルチジョブホルダー制度」が新設されます
2022年１月１日スタート

雇用保険マルチジョブホルダー制度とは

３ 産後パパ育休（出生時育児休業）の創設
４ 育児休業の分割取得

※１ 雇用環境の整備などについて、今回の改正で義務付けられる内容を上回る取り組みの実施を労使協定で
定めている場合は、１か月前までとすることができます。

※２ 具体的な手続きの流れは以下①～④のとおりです。
①労働者が就業してもよい場合は、事業主にその条件を申し出
②事業主は、労働者が申し出た条件の範囲内で候補日・時間を提示（候補日等がない場合はその旨）
③労働者が同意
④事業主が通知

なお、就業可能日等には上限があります。
●休業期間中の所定労働日・所定労働時間の半分
●休業開始・終了予定日を就業日とする場合は当該日の所定労働時間数未満

例）所定労働時間が１日８時間、１週間の所定労働日が５日の労働者が、
休業２週間・休業期間中の所定労働日10日・休業期間中の所定労働時間80時間の場合
⇒ 就業日数上限５日、就業時間上限40時間、休業開始・終了予定日の就業は８時間未満

産後パパ育休（R4.10.1～）
育休とは別に取得可能

育休制度
（R4.10.1～）

育休制度
（現行）

対象期間
取得可能日数

子の出生後８週間以内に
４週間まで取得可能

原則子が１歳
（最長２歳）まで

原則子が１歳
（最長２歳）まで

申出期限 原則休業の２週間前まで※１ 原則１か月前まで 原則１か月前まで

分割取得 分割して２回取得可能 分割して
２回取得可能 原則分割不可

休業中の就業

労使協定を締結している場合
に限り、労働者が合意した範
囲※２で休業中に就業すること
が可能

原則就業不可 原則就業不可

１歳以降の
延長

育休開始日を
柔軟化

育休開始日は１歳、
１歳半の時点に
限定

１歳以降の
再取得

特別な事情がある
場合に限り
再取得可能※３

再取得不可

令和４年10月１日施行

休業開始日 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目 ６日目 ７日目 13日目 休業終了日

４時間
休 休 ８時間

６時間
休

休
休

６時間

休 休 ４時間 休

就業規則等を見直しましょう

産後パパ育休も育児休業給付（出生時育児休業給付金）の対象です。休業中に就業日がある場合は、就業日数が
最大10日（10日を超える場合は就業している時間数が80時間）以下である場合に、給付の対象となります。
注：上記は28日間の休業を取得した場合の日数・時間。休業日数が28日より短い場合は、その日数に比例して短くなります。
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マルチジョブホルダーがマルチ高年齢被保険者の資格を取得した日から雇用保険料が発生します。

マルチ高年齢被保険者となるには、労働者が以下の要件をすべて満たすことが必要です。雇用保
険マルチジョブホルダー制度の場合、雇用保険の適用には本人の申出が必要です。
加入後の取扱いは通常の雇用保険の被保険者と同様で、任意脱退はできません。

男女とも仕事と育児を両立できるように、産後パパ育休制度の創設や雇用環境整備、
個別周知・意向確認の措置の義務化などの改正が行われます。

１　複数の事業所に雇用される65歳以上の労働者であること
２　２つの事業所（１つの事業所における１週間の所定労働時間が５時間以上20時間
未満）の労働時間を合計して１週間の所定労働時間が20時間以上であること

３　２つの事業所のそれぞれの雇用見込みが31日以上であること

雇用保険マルチジョブホルダー制度の適用対象者

通常、雇用保険資格の取得・喪失手続は、事業主が行いますが、雇用保険マルチジョブホルダー
制度は、マルチ高年齢被保険者としての適用を希望する本人がハローワークにて手続を行う必要
があります。
事業主の皆さまは、本人からの依頼に基づき、手続に必要な証明（雇用の事実や所定労働時間など）
を行ってください。これを受けて、本人が、適用を受ける２社の必要書類を揃えてハローワークに
申し出ます。

基本的な手続の流れ

65歳以上
２つ以上の
事業所で雇用

事業所１ 15時間/週

事業所２ ８時間/週 合計
週所定労働時間20時間以上
かつ

それぞれの事業所で31日以上
雇用見込みあり事業所３ ６時間/週

うち２つの事業所での労働時間

※ 上記の１と２の事業所で雇用保険の適用を受けた場合、２を離職しても、
１と３の労働時間が週20時間以上あるため、１と２で喪失に係る届出後、
改めて１と３の雇入に係る届出が必要です。

育児・介護休業法改正ポイント

１ 雇用環境整備、個別の周知・意向確認の措置の義務化

育児休業と産後パパ育休の申し出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下のいずれかの
措置を講じなければなりません。※複数の措置を講じることが望ましいです。

２ 有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和

（育児休業の場合）

(1) 引き続き雇用された期間が１年以上

(2) １歳６か月までの間に契約が満了
することが明らかでない

現 行

(1)の要件を撤廃し、(2)のみに
※無期雇用労働者と同様の取り扱い
（引き続き雇用された期間が１年未満の労働者は
　労使協定の締結により除外可）
※※育児休業給付についても同様に緩和

令和４年４月１日～

※雇用環境整備、個別周知・意向確認とも、産後パパ育休については、令和４年10月１日から対象。

● 育児休業を取得しやすい雇用環境の整備

① 育児休業・産後パパ育休に関する研修の実施
② 育児休業・産後パパ育休に関する相談体制の整備等（相談窓口設置）
③ 自社の労働者の育児休業・産後パパ育休取得事例の収集・提供
④ 自社の労働者へ育児休業・産後パパ育休制度と育児休業取得促進に関する方針の周知

本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た労働者に対して、事業主は育児休業制度等に関する
以下の事項の周知と休業の取得意向の確認を、個別に行わなければなりません。
※取得を控えさせるような形での個別周知と意向確認は認められません。

● 妊娠・出産（本人または配偶者）の申し出をした労働者に対する
個別の周知・意向確認の措置

周知事項

① 育児休業・産後パパ育休に関する制度
② 育児休業・産後パパ育休の申し出先
③ 育児休業給付に関すること
④ 労働者が育児休業・産後パパ育休期間について負担すべき
社会保険料の取り扱い

個別周知・
意向確認の方法

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

令和４年４月１日施行

就業規則等を見直しましょう


